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退することが多い。2017 年 9 月に総務省が公表した「買物弱者対策に関する実態調査」
によれば、回答を得た 193 事業のうち 106 事業が赤字であるという。また、「黒字または







をきたす人」（石原 2011, p.46）とする。 
－ 2 － 
























しているのは 334 自治体、①と②ともに設置しているのは 19 自治体）。日本都市センター
                                                     
3) 調査対象は、20 都道府県 67 市町村の 183 事業者が、平成 23～27 年度に実施した 264 事業のな
かで継続中の 233 事業のうち、収支の回答を得た 193 事業である。 
4) 現在、全国に 1,600 以上の住民組織があると言われており、政府は今後 4 年間で 3,000 まで増や
すことを目標に掲げている。 
5) 全市区町村アンケートによる地域運営組織の設置・運営状況に関する全国的傾向の把握」が 2013
年に公開されている。調査対象は当時の全市区町村である 1742 市区町村、回答数は 1294（回答率
74.3%）である。 



















ケート調査を実施したところ、県内自治会の 8 割を占める 100 世帯未満の自治会のうち、







                                                     
6) 調査対象は全国の都市自治体 812 団体（789 市、23 特別区）、回答数は 504（回答率 61.2%）で
ある。 
7) お互いさまスーパーに関する以下の記述内容は、次の参考資料に基づいている。「毎日新聞」2016
年 4 月 16 日付地方版、「河北新報オンラインニュース」2016 年 3 月 14 日付、28 日付、「JA 秋田ニュー
ス」2016 年 3 月 30 日付。 
－ 4 － 
用品調達に関する調整などが想定されている8)。 























が頓挫するなどの紆余曲折を経て、北竜町が 9 割超を出資する第 3 セクター「北竜振興公
社」が主体となり、事実上の町営スーパーを開設するというものである。スーパーの商品
は生活協同組合コープさっぽろから調達され、スーパーが入居する建物は複合施設として、





－ 5 － 
北竜町商工会が入るとともに、タクシー待合所や会議室が併設される予定という。 
 
表 1 北海道における住民組織や行政等の主導による買い物弱者対策 
都道府県 
市町村 店名 運営主体 
連携相手 
（商業者） 




























































ビスの提供を担う住民（公務住民）という側面である（金井 2004; 辻中他 2009; 柴田・





                                                     
10) これらについては新島（2017b）で詳しく触れているので、本稿では割愛する。 
11) 本稿では、自治会を「一定範囲の地域（近隣地域）の居住者からなり、その地域にかかわる多



























                                                                                                                                                  
































こうした問題を解消するため、1991 年 4 月に制定された改正地方自治法により法的に
整備されたのが認可地縁団体である。すなわち「町又は字の区域そのほか市町村内の一定
の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体（地縁による団体）は、地域的
                                                     
13) 伊賀市・名張市・朝来市・雲南市（2014）。 




























                                                     
14) 地方自治法第 260 条の 2 第 1 項。 
15) 地方自治法第 260 条の 2 第 7 項。 
16) 武岡（2014）p.44。また、後述する島根県雲南市のヒアリング調査においても、市の担当者か
ら同様の課題が挙げられていた。 









人口は約 4 万人で、高齢化率は 30%を超えており、全国平均を大きく上回る状況にある。
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